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1

≪施設管理≫
管路の老朽化
対策（水道
部）

　現時点において、アセットマネジメン
ト手法による資産管理を一部実施してい
るようであるが、その運用・手法につい
ては確立されていない。
　管路の更新には、多額の財源と中長期
的な対策が必要となることから、少しで
も早い時点で、アセットマネジメントを
全面的に導入し、資産管理に努めていく
ことが必要である。また、その過程にお
いて、更新費用の総額を見積もり、全体
の規模感を押さえたうえで、長期的に投
資額を平準化することについても、検討
しておく必要がある。

　平成26年度に策定した「静岡市水道施設中長期更新計
画」では、アセットマネジメントの考え方を導入し、現
在、保有している資産の総額を把握したうえで、保有資
産の分類ごとに想定使用年数を設定しました。
　また、これらを基に更新費用の総額を見積もり、施設
ごとに優先順位付けを行うことにより事業費及び事業量
の平準化を図りました。
                                     （水道企画課）

　平成26年度に策定した「静岡市水道施設中長期更新計
画」では、アセットマネジメントの考え方を導入し、詳
細な全体資産を把握し、管の劣化状況、救護病院や１次
避難所等の災害拠点施設との関連性を総合的に分析・評
価し、老朽管路の更新順位付けを行ったうえで、事業費
や事業量の平準化を図ったもので、平成27年度からス
タートする「静岡市上下水道事業第３次中期経営計画」
に実施目標を反映させております。
　今後は、この計画に沿って進捗管理に努め、事業を推
進してまいります。
                                     （水道管路課）

措置済 27年度

指摘事項

平成24年度措置報告項目

平成25年度措置報告項目

平成26年度措置報告項目

１．経営に係る事業の管理



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

2

≪施設管理≫
水道施設の耐
震化（水道
部）

　現行の計画では、管路の耐震化率が平
成31年で26.3％、浄水施設の耐震化率は
平成26年で33.7％、配水池の耐震化率に
ついては計画そのものがない。
　東海地震を想定すると、早期に耐震化
率100％を達成することが望ましい。
　耐震化率の目標数値を設定した中長期
的な耐震化計画を策定し、市民に対して
公表することが必要である。

　水道施設の耐震化については、現状の施設状況や機能
を踏まえて、施設の重要度や震災時の市民生活への影響
度などを考慮し、平成26年度に「静岡市水道施設中長期
更新計画」を策定しました。また、本計画のうち平成27
年度から平成30年度までの実施内容について「静岡市上
下水道事業第３次中期経営計画」の中で定め、これに基
づき順次耐震化を図っていきます。
　なお、「静岡市水道事業第３次中期経営計画」につい
ては市のホームページに掲載し、公表しました。
                                     （水道企画課）

　配水池の耐震化について、平成26年度に策定した「静
岡市水道施設中長期更新計画」に基づき、平成27年度か
ら平成30年度までに耐震化を実施する施設と耐震化成果
率を「静岡市上下水道事業第３次中期経営計画」に掲載
し公表しました。
　今後は、これらの計画に基づき、配水池等水道施設の
耐震化を推進していきます。
                                     （水道施設課）

　水道管の耐震化について、平成26年度に策定した「静
岡市水道施設中長期更新計画」に基づき、平成27年度か
ら平成30年度までに耐震化を実施する水道管の施工延長
と耐震化成果率を「静岡市上下水道事業第３次中期経営
計画」に掲載し公表しました。
　今後は、これらの計画に基づき、水道管の耐震化を推
進してまいります。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（水道管路課）

措置済 27年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

3

≪施設管理≫
鉛製給水管の
布設替え（水
道部）

　早期に鉛製給水管をゼロにすることを
目指し、更新計画とその達成状況を市民
に公表する必要がある。
　中期経営計画において、鉛製給水管の
布設替えを市民の安心・安全対策として
とらえるべきである。

　鉛製給水管の布設替えについては、平成27年３月に策
定した「静岡市上下水道事業第３次中期経営計画」にお
いて「安全でおいしい水の安定的な供給」の施策として
位置付け「静岡市鉛製給水管更新計画」に基づき平成27
年度から平成30年度までの実施目標を定めました。
　なお、「静岡市上下水道事業第３次中期経営計画」に
ついては市のホームページに掲載し、公表しました。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（水道企画課）

　鉛製給水管は、漏水の主な原因となることから、平成
41年度末の事業完了を目標とする「静岡市鉛製給水管更
新計画」に従い、ポリエチレン管に取り替える事業を進
めています。
　市民の皆様には、上下水道局ホームページで更新実績
を公表しており、事業の御理解と御協力を併せてお願い
しています。
　また、平成26年度に策定した「静岡市上下水道事業第
３次中期経営計画」の中で、安全でおいしい水の安定的
な供給として鉛製給水管の更新を位置付けており、今後
は事業を加速して、早期に解消できるように努めていき
ます。
　　　　　　　　　　　　　　　　　（水道管路課）

措置済 27年度

4

≪施設管理≫
鉛製給水管の
布設替え（水
道部）

　鉛製給水管について、早急に情報を公
開し、市民に説明責任を果たす必要があ
る。

　局広報紙「くらしと水」平成24年６月１日号にも当該
情報を掲載し、市民周知に努めています。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（水道総務課）

　平成24年５月28日に市のホームページ上に、鉛製給水
管についての解消対策やＱ＆Ａを掲載開始しました。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（水道管路課）

措置済 25年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

5

≪施設管理≫
下水道施設の
老朽化対策
（下水道部）

　静岡市では、アセットマネジメント手
法による事業計画に取り組み、実践して
はいるものの、計画の内容はけっして十
分なものとは言えない。この計画は、老
朽化施設のすべてを対象としたものでは
ないため、事業量やコストなど、全体の
規模感が把握できないのである。
　そこで、まずは現状の計画を、管きょ
を含め、老朽化が進むすべての施設を対
象としたものに改め、そのうえで、更新
費用の総額を見積もり、事業量と投資額
の平準化に取り組んでいくことが必要で
ある。

　平成25年度から26年度にかけてアセットマネジメント
を用いた「静岡市公共下水道再構築基本計画（管きょ・
施設）」の見直しを行い、管きょの老朽化対策も含めて
投資額の平準化を図りました。
　また、本計画のうち平成27年度から30年度までの実施
内容について「静岡市上下水道事業第３次中期経営計
画」の中で定め、これに基づき事業を推進していきま
す。
　　　　　　　　　　　　　　　　　（下水道計画課）

措置済 27年度

6

≪施設管理≫
下水道施設の
老朽化対策
（下水道部）

　老朽化対策のコストが非常に多額とな
るため、将来的には、下水道使用料を値
上げして利用者に負担を求めるか、ある
いは一般会計から財源を投入しないと、
現状の施設を維持できなくなってしまう
ということも十分に考えられるため、将
来に備えた長期的な資金対策を十分に検
討し、実施していくことが必要である。
アセットマネジメント手法による事業量
と投資額の平準化のみならず、下水道事
業での黒字分を内部留保として長期的に
積み立てるなど、内部留保を手厚くし、
独立採算を原則とする公営企業として、
財務体質を強化することについても検討
する必要がある。
　また、下水道施設の老朽化対策の重要
性や費用の必要性について、市民の理解
を深めることも重要なことである。これ
らの取り組みについては、積極的に情報
公開を行っていくことが必要である。

　既存施設・設備機器の老朽化に伴い、耐用年数超過に
よる改築・更新需要が今後、急速に高まることが予想さ
れることから、老朽化対策は下水道事業経営の重要課題
として認識しており、現在施設の延命化などの対策に取
り組んでいます。
　この老朽化対策のほか、防災機能強化のための地震対
策、浸水対策、水質保全のための公共下水道（汚水）の
整備など建設需要は多岐にわたることから、限られた予
算の中で着実に老朽化対策を進められるよう平成26年度
に長寿命化計画を策定し事業量や事業費の平準化を図る
とともに、下水道の利用を積極的に推進することによる
使用料の増加や維持管理費の縮減などにより生じる利益
を内部留保とすることで財務体質強化にも努めていきま
す。
　また、老朽化対策の重要性についても市内5000人を対
象とした市民意識調査のアンケート項目にしてＰＲを行
うとともに、結果を静岡市広報で公表するなど積極的に
情報公開を行いました。
　　　　　　　　　　　　　　　　　（下水道総務課）

措置済 26年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

7

≪施設管理≫
下水道施設の
耐震化（下水
道部）

　東海地震を想定している静岡市が、今
後10年たっても、耐震化率100％を達成で
きないというのでは、耐震化への取り組
みが遅いと言わざるを得ない。
　また、管きょについては、いつの時点
で耐震化率100％を達成できるのかも未定
である。まずは、耐震化率100％を目標と
する計画を策定することが必要である。
　また、耐震化の遅れは、市民生活に与
える影響も大きいため、市民に対する説
明責任として、耐震化計画を公表する必
要がある。
　地震の発生確率、発生時の市民への影
響を考えると、出来るだけ、早期に耐震
化率100％を達成する計画が望ましいのは
言うまでもない。

　静岡市では、避難所等からの汚水を受け持つ下水道管
や緊急輸送路に埋設された下水道管などを耐震上重要な
管と位置付け、その管を対象に耐震化対策を実施してい
ます。
　平成24年度には、「静岡市下水道総合地震対策計画」
を策定しましたが、耐震上重要な管は474ｋｍとなり、対
策のための事業費が膨大となるため、優先順位を付けた
うえで、期間を短期、中期、長期に分けて実施していく
計画としております。
　なお、「静岡市下水道総合地震対策計画」を策定する
際には、経営懇話会に説明しご意見を伺うなどしてお
り、計画については平成25年７月にホームページで公表
しています。
　　　　　　　　　　　　　　　　　（下水道計画課）

措置済 26年度

8

≪施設管理≫
汚水処理の推
進（下水道
部）

 将来的に赤字が見込まれている新たな事
業を展開すれば、当然、さらなるコスト
負担が必要となる。資金不足となれば、
下水道料金を値上げし、利用者に追加負
担を求めるか、一般会計から財源を投入
する必要性も高くなる。
 少なくとも、新規に事業を実施する場合
は、市民に対し、設備投資の経済性や事
業収支の見通しなど、具体的な財務デー
タを示して、詳細な説明を行い、下水利
用者の理解を得るよう努める必要があ
る。

　新規に事業を実施する場合は、事業収支や中長期にお
ける事業経営への影響などを十分検証し、事業決定の過
程において「静岡市上下水道事業経営懇話会」への付議
や、パブリックコメントなど市民参画の機会を設け、市
民の理解を得るよう努めていきます。
　　　　　　　　　　　　　　　　　（下水道計画課）

措置済 25年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

　人材育成への取り組みについては、平成26年度に労務
職員及び技術職員の年齢構成、水道事業の経験年数、保
有資格などを個人ごと分析し、労務職員の退職までの期
間、技術職員の異動サイクル、中堅職員層が薄い年齢構
成、水道経験が長い職員の存在などの水道事業に特徴的
な事項を整理しました。
　これを受け、人材育成の有効な取り組みとして ①労務
職員が退職する前に、労務職員が持つ技術（文書では表
しにくい現場での経験等によって培った技術）を現場で
伝承するためのバディ制度（労務職員と若手職員等がペ
アで現場対応する制度） ②技術・知識をデータ化して水
道部各課が共有管理できる制度 ③技術・知識を全職員に
波及させるためのｅラーニングなどの検討・実施につい
て、「静岡市上下水道事業第３次中期経営計画」に盛り
込みました。
　今後はこの計画に基づき、技術職員の人材育成に積極
的に取り組んでいきます。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（水道総務課）

措置済

　平成27年度からスタートする「静岡市上下水道事業第
３次中期経営計画」に、技術職員の人材育成に係る施策
を盛り込むため、人材育成のための効果的な方法を調査
研究しました。
　この調査研究から、①技術・知識をデータ化して下水
道部各課が共有管理できる制度、②技術・知識を全職員
に波及させるためのｅラーニングなどの検討・実施につ
いて、「静岡市上下水道事業第３次中期経営計画」に盛
り込みました。
　今後はこの計画に基づき、技術職員の人材育成に積極
的に取り組んでいきます。
　　　　　　　　　　　　　　　　　（下水道総務課）

9

≪人事管理≫
技術職の人材
育成強化の必
要性（水道部
および下水道
部共通）

 「第２次水道中期計画」及び「第２次下
水道中期計画」の人材育成の取り組みに
ついては、公務員全体にいわれている課
題を掲載しているが、市民に公表する計
画として人材育成に関する現状を具体的
なデータ（技術職員の年齢、経験年数、
保有している技術・経験・ノウハウな
ど）をもとに分析し、導き出された課題
とその対応策を今後の中期経営計画に具
体的に示す必要がある。

27年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

10

≪財務分析≫
自己資本造成
費（水道部）

　自己資本造成費に係る正しい会計処理
は、一旦、利益処分において任意積立金
として積み立てておくか、あるいは、減
債積立金の積み増しとして処理し、翌期
に自己資本金への組み入れ処理をするか
のどちらかにより処理すべきである。

　ご指摘のありました自己資本造成費に係る会計処理に
つきましては、平成24年度予算の計上分を、平成25年２
月議会において減額補正しました。
　今後については自己資本造成費の予算計上は行なわ
ず、利益処分において、「減債積立金」等に積み立てる
こととします。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（水道総務課）

措置済 25年度

11

≪徴収事務≫
水道料金及び
下水道使用料
の債権管理の
強化（水道
部）

　水道料金及び下水道使用料に係る滞納
債権圧縮目的を達成するためには、まず
は長期滞納者の財産状況等を十分に分析
し、識別し、結果として納付意識が欠如
している滞納者であるかどうかといった
性質の類型化をする必要がある。

　効率のよい滞納整理を実施するため、交渉記録、納付
状況及び納付書等の返戻状況等営業課が独自に保有して
いる情報を基に、料金システムのデータ抽出機能を活用
し、以下の基準により滞納者の類型化をおこないまし
た。

①所在の有無
②督促状により納付する軽微な滞納者
③給水停止予告により納付する滞納者
④給水停止後に納付する滞納者
⑤給水停止しても納付しない滞納者
⑥給水停止ができない（下水道使用料の滞納のみ等）滞
納者
⑦高額・悪質滞納者

　この類型化を行うことによって、法的な処分を伴わな
い範囲において、現年度分及び軽易な過年度分の徴収業
務については民間委託業者が担当し、未納料金の早期回
収・滞納発生件数の抑制を目指し、営業課職員は、高額
滞納者・悪質滞納者等にかかわる不良債権の整理に注力
し、加えて「支払督促」等の法的措置を行うことで、債
権回収の体制を強化しました。
　下水道使用料の滞納分については、質問調査権の活用
により預金調査を実施しました。今後も財産調査を実施
し、強制徴収を進めていきます。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（営業課）

措置済 28年度
２．財務事務の執行



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

12

≪徴収事務≫
下水道受益者
負担金の債権
管理の強化
（下水道部）

　下水道事業受益者負担金に係る滞納債
権圧縮目的を達成するためには、水道料
金及び下水道使用料と同様に長期滞納者
が納付意識の欠如による滞納者であるか
どうかといった性質の類型化をする必要
がある。

　平成25年度における長期滞納者のうち、高額滞納者に
対し臨戸訪問及び電話による聞取り調査等を実施し、滞
納金額、交渉状況等についてデータ化したものを台帳と
して作成しました。また、調査を実施した際の折衝状況
により30名の滞納者について、Ａランクは「制度等に納
得せず支払わない者」、Ｂランクは「支払う気持ちはあ
るものの個人的な事情（生活苦、経営不振等）により支
払えない者」といったように類型化を進めているところ
です。しかし、実態の把握は非常に困難なため、今後は
より効率的な実態把握の方法を検討しながら、順次、
データ化した台帳の更新及び折衝状況等による類型化を
実施していきます。
　　　　　　　　　　　　　　　　　（下水道総務課）

措置済 26年度

13

≪徴収事務≫
下水道受益者
負担金の債権
管理の強化
（下水道部）

　「事務処理マニュアル」を改訂し、長
期滞納者の所在調査及び財産調査に関す
る意義や手法を具体的に定める必要があ
る。

　長期滞納者の所在調査及び財産調査に関する事項につ
きまして、事務処理マニュアルを改訂し、調査の意義及
び具体的な事務手続きを記載しました。
　　　　　　　　　　　　　　　　　（下水道総務課）

措置済 25年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

14

≪引当金≫
退職給与引当
金（水道部及
び下水道部共
通）

　「発生主義の原則」にしたがって退職
給与引当金を計上し、期間損益計算の適
正化による経営成績の適正表示及び財政
状態の適正表示に努めなければならな
い。
　地方公営企業会計の目的を達成するた
め、退職給与引当金に関する適正な基準
を定め、その基準に基づいて計上する必
要がある。

　退職給与引当金については、総務省によれば、原則と
して「発生主義の原則」に従って各会計における職員の
在籍期間に応じて計算した額を計上することが望ましい
とされているため、「在籍期間に応じて負担」すること
が妥当であると考えております。
　しかし、総務省の見解はあくまでも原則で、最終的な
判断は各自治体に委ねられており、本市における各会計
間の異動者に係る退職金については、「静岡市職員退職
手当支給条例」及び「静岡市企業職員の給与の種類及び
基準に関する条例」において「退職時の所属（会計）に
おいて全額負担」することが規定されているため、現行
の引当金の計上はこの方法に従っております。
　本市における各会計間の人員構成等（①平均給料②平
均年齢③職員数）については大きな違いはなく、その場
合、総務省のＱ＆Ａにおいて「年度末に所属している職
員の一般会計負担分を控除する前の期末要支給額を公営
企業会計負担分とする方法でも差し支えない」とされて
いること、「在籍期間」を算定するためのシステム変更
や全職員の過去のデータ入力等に膨大な費用と時間を要
することから、費用対効果や効率性等総合的に検討した
結果、「退職時の所属（会計）において全額負担」し、
「期末に所属する職員の期末要支給額の総額」により引
当金を計上する現行の方法で、適正であると判断しまし
た。
　　　　　　　　　　　（水道総務課、下水道総務課）

措置済 28年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

15

≪引当金≫
修繕引当金
（水道部及び
下水道部共
通）

　引当金の要件を満たした場合には、
「発生主義の原則」にしたがって修繕引
当金を計上し、期間損益計算の適正化に
よる経営成績の適正表示及び財政状態の
適正表示に努めなければならない。
　地方公営企業法第20条第１項で定めら
れている「発生主義の原則」にしたがっ
て引当金を計上し、期間損益計算の適正
化による経営成績の適正表示及び財政状
態の適正表示という目的を達成するため
には、具体的な修繕計画を策定したうえ
で、合理的に見積った修繕費をもとに修
繕引当金を計上する必要がある。

　修繕引当金については、引当計上の要件を満たしてい
るものがないか確認しましたが、該当するものはありま
せんでした。ただし、今後要件を満たした場合には引当
計上していきます。
　　　　　　　　　　　（水道総務課、下水道総務課）

措置済 26年度

16

≪引当金≫
貸倒引当金
（水道部及び
下水道部共
通）

　地方公営企業法第20条第１項に定めら
れている「発生主義の原則」の考え方を
適用し、期間損益計算の適正化による経
営成績の適正表示及び財政状態の適正表
示に努めなければならない。「発生主義
の原則」に立てば、当然、引当金の計上
要件を満たした貸倒引当金を計上し、回
収見込のある債権のみを資産に計上する
必要がある。
　期間損益計算の適正化による経営成績
の適正表示及び財政状態の適正表示とい
う地方公営企業会計の目的を達成するた
め、貸倒引当金に関する適正な計上基準
を定めて、その基準に基づいて計上する
必要がある。

　貸倒引当金については、会計規程に計上基準を定め、
平成26年度当初予算に計上しました。
　　　　　　　　　　　（水道総務課、下水道総務課）

措置済 26年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

17

≪固定資産≫
休止固定資産
（下水道部）

　財政状態の適正表示が求められている
地方公営企業会計でも、休止固定資産の
２つの要件を満たさない遊休固定資産の
資産計上は認められない。このような遊
休固定資産は、原則、有姿除却というか
たちで、廃棄処理を行う必要がある。

　現在の地方公営企業会計上、休止固定資産に関する会
計処理については、明確に定められていませんが、指摘
のあった高松、城北各浄化センター及び築地ポンプ場の
建物、構築物等については平成23年度中に不用決定がな
されたため、平成24年２月２８日に有姿除却を行いまし
た。
　今後についても、民間企業で採用されている「休止固
定資産の会計処理及び表示と監査上の取り扱い（監査第
二委員会報告第２号）」及び、「休止固定資産の会計処
理及び表示と監査上の取り扱い（監査第二委員会報告第
２号）の廃止について」に示されている指針に則して、
適切に対応を図ります。
　　　　　　　　　　　　　　　　　（下水道施設課）

措置済 25年度

18

≪固定資産≫
効率的な固定
資産の実地照
合（水道部及
び下水道部共
通）

　実地照合を行ったところ、識別シール
が貼付されていない資産が１点発見され
た。
　屋外にある資産や結露をおこす資産
等、識別シールを貼付することが適当で
ないものについては、写真台帳等を作成
して、資産と固定資産台帳データの照合
を行えばよい。

　固定資産の照合については、各施設における設備の確
認作業を行い、識別シールの貼付が適当でないものにつ
いては、写真台帳を作成しました。
　今後更新及び改修工事等により新たに設置する機器に
ついても識別シールの貼付が適当でない設備について
は、写真台帳を作成し、資産と固定資産台帳データの照
合を行っていきます。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（水道施設課）

措置済 25年度

19

≪棚卸資産≫
試薬等の管理
（水道部）

　試薬等の管理において、手順書遵守の
意識を高めるための教育・指導する必要
がある。
　現物検査を試薬等管理責任者の他第三
者の立会を検討する必要がある。

　現物検査実施の際には、検査に直接関係しない品質管
理補助者を立会者にあてることとし、品質管理マニュア
ルの改正を平成24年４月１日付けで行いました。
　また、検査担当者に手順書等をあらためて周知し、こ
れを遵守するよう教育訓練を実施しました。
　今後も継続して検査担当者への教育訓練を実施してま
いります。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（水質管理課）

措置済 24年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

20

≪工事請負契
約及び建設関
連業務の委託
契約≫
過年度包括外
部監査におけ
る指摘事項等
の措置状況
（水道部及び
下水道部共
通）

①指名競争入札における競争性と一般競
争入札の導入について

　委託業務での一般競争入札の採用の可
能性を検討していくとしているが、ほぼ
100％が指名競争入札であった。なお、採
用を進めるための「試行要綱」を制定す
るなど具体的な行動がとられているの
で、平成23年度以降の数値的な改善成果
を期待したい。

　静岡市建設業関連業務に係る制限付一般競争入札試行
要綱を平成23年４月１日に施行し、平成23年度には一般
競争入札を24件実施しました。
　平成24年度は、発注件数の２割程度を目標に一般競争
入札を実施していく予定です。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（契約課）

措置済 24年度

21

≪工事請負契
約及び建設関
連業務の委託
契約≫
過年度包括外
部監査におけ
る指摘事項等
の措置状況
（水道部及び
下水道部共
通）

②公表が義務付けられている事項につい
て

　総合評価一般競争入札を行った理由を
要綱に規定するとしているが、監査時点
では規定されていなかった。

　静岡市における建設工事の請負契約等に係る入札情報
等の公開に関する要綱に、入札等の執行前に公表する情
報として、総合評価一般競争入札を執行する理由を加
え、平成24年４月１日に施行しました。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(契約課）

措置済 24年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

22

≪工事請負契
約及び建設関
連業務の委託
契約≫
過年度包括外
部監査におけ
る指摘事項等
の措置状況
（水道部及び
下水道部共
通）

③入札及び契約の過程に関する苦情の処
理に関する事項について

　総合評価方式及び指名停止措置におけ
る苦情処理に関する制度について、要綱
に規定するとしているが、要綱の改正は
行われていなかった。

　静岡市建設工事請負契約等における入札及び契約の過
程並びに工事成績の評定並びに入札参加資格停止等の措
置に関する苦情処理要綱第２条に、一般競争入札参加資
格等に対する苦情を請求できる者として、総合評価一般
競争入札において落札者とならなかった者を加えるとと
もに、入札参加資格停止等の措置に対する苦情の項目を
新たに設け、平成24年４月１日に施行しました。
※　平成24年４月１日に工事請負契約等に係る指名停止
等措置要綱を廃止し、入札参加資格停止等措置要綱を制
定したことから、「指名停止措置」を「入札参加資格停
止措置」に名称を変更しています。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(契約課）

措置済 24年度

23

≪工事請負契
約及び建設関
連業務の委託
契約≫
過年度包括外
部監査におけ
る指摘事項等
の措置状況
（水道部及び
下水道部共
通）

④工事の施工体制のチェックに関するこ
とについて

　請負代金2,500万円未満の工事に係る施
工体制の点検に関し、規定の見直し、運
用の改善を図る予定としているが、「静
岡市建設工事施工体制点検要領」の改正
はなかった。

　請負代金2,500万円（建築一式工事にあっては、5,000
万円）未満の建設工事に係る施工体制の点検事項につい
て、静岡市建設工事施工体制点検要領第７項運用基準を
新たに制定し、平成24年４月１日に施行しました。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（契約課）

措置済 24年度
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24

≪工事請負契
約及び建設関
連業務の委託
契約≫
過年度包括外
部監査におけ
る指摘事項等
の措置状況
（水道部及び
下水道部共
通）

⑤一般競争入札の高い落札率について

　平成19年度の包括外部監査において、
管工事における一般競争入札の落札率が
他の部に比べて高いことから「なぜ一般
競争入札の落札率が他の部に比べて高い
のか、現在の高い落札率が妥当な水準と
判断して良いか等について、積極的に調
査・分析を行うことが必要である。」と
指摘があり、改善措置として「調査・分
析を行い公表する。」としているが、そ
れを確認することができなかった。

　市全体の建設工事に係る入札結果と当課所管のものに
ついて、調査・分析を行い、ホームページ上で公表しま
した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（水道管路課）

措置済 25年度


